
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ．研究科・専攻の概要・目的 

 

 薬学とは、生命・健康を分子や物質に注目して総合的に科学する学問である。薬学は、医薬品の創成とそ

の適正な使用法の確立、また生活環境の安全・安心の確保などを通じて人類の健康に奉仕し、豊かな社会

の発展に貢献していくことを目的とする。薬学研究科は２１世紀の生命科学、創薬科学、社会・環境衛生薬学、

医療薬学の発展の一翼を担う人材の育成を目指しており、博士前期課程では、生命現象に対する論理的か

つ柔軟な思考力とそれを支える幅広い基礎知識や、現象を解明する上で重要な様々な化学物質の構造や生

理作用を解析する技能を身につけることにより、ライフサイエンスや創薬科学における高度な研究能力を養い、

博士後期課程では、これらの知識・技能を基盤とした自立的研究活動を通して、ライフサイエンスや創薬科学

領域における深い専門性と学識を修得し、さらに科学を通して社会発展に貢献する精神を涵養する。 

 大阪大学薬学研究科では、このような人材養成を達成するために、表１に示すような学生数に対して、表２

に示すような教員数により、３専攻における大学院教育を行ってきた。 

 

 しかしここ数年、輸入食品の有害物

質汚染が大きな社会問題となり、さら

に新型インフルエンザや肺結核、エイ

ズなどの新興・再興感染症の世界的

な流行も懸念されるところである。今や、

国民の健康への関心は、単にがんや

生活習慣病などの予防や治療にとど

まらず、有害物質汚染による健康被害

や感染症の脅威にまで広がり、健

康の維持・増進に向けた国家レベ

ルでの対策が強く望まれるように

なった。健康を総合的に科学する

薬学において、こういった“健康”

に対する社会的ニーズの急速な

多様化に応えて、真に健康の維

持・増進に貢献できる人材を輩出するためには、毒性学、予防薬学である衛生化学や公衆衛生学、さらには

分析化学を基盤とする環境薬学教育の高度化・実質化と、国際的、学際的なコミュニケーション力の養成を図

ることにより、「食と環境の安全・安心の確保」及び「感染症の的確な予防」を主導し、健康被害を未然に防ぐ

ことができる人材、即ち“健康環境リスクマネージメントの高度専門家”を育成する必要がある。 

 

 大阪大学では、環境薬学を重要な教育研究領域と位置付け、平成４年に大学院独立専攻として「環境生物

薬学専攻」を設置し、また大学院重点化の際にこれを「生命情報環境科学専攻」に改組・発展させることによ
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り、他大学に先んじて環境薬学教育研究体制の整備を図ってきた。さらに平成 20 年度採択の質の高い大学

教育推進プログラム「食と環境の安全安心を担う薬学人材養成教育」により学部における環境薬学教育の充

実を図ってきた。一方グローバルコラボレーションセンター（GLOCOL）は、真の国際性を備えた人材養成を目

的とした学内共同施設として平成 19 年に設立され、人間の安全保障を主要テーマとして、国際協力と共生社

会に関する様々な教育研究活動を積極的に推進し、多くの実績をあげてきた。 

 

 そこで本事業では、平成 22年度に博士前期課程３専攻が修士課程創成薬学専攻に改組となり、さらに平成

24 年度には博士後期課程３専攻も創成薬学専攻に改組となることから、これを契機に大学院科目の再編成

を行ない、環境薬学教育の充実を図った。具体的には、薬学研究科及びGLOCOLにおける上記のような教育

研究実績を基盤として、大阪大学が海外に展開する教育研究拠点との密な連携により、下記のような環境薬

学教育の高度化、実質化及び国際化を図るプログラムを実施し、“健康環境リスクマネージメントの高度専門

家”の育成の達成を目指した。 

 

Ⅱ．教育プログラムの目的・特色 

 

 本事業の目的は、食と環境の安全・安心の確保と感染症の的確な予防に貢献できる“健康環境リスクマネ

ージメントの専門家”を育成することにある。これは、本研究科の重要な教育目標である｢薬学の総合的な発

展に向けて幅広い知識と深い専門性を修得し、様々な分野で責任ある指導的立場から国際的に活躍できる

人材の養成｣に沿ったものであり、本研究科が重点を置く環境薬学教育のマスタープランとも言える。またこれ

は、「地域に生き、世界に伸びる」をモットーに「教養・デザイン力・国際性」を身に付け、市民社会においてリー

ダーとなる「しなやかな専門家」を育成するという大阪大学の教育目標にも合致する。 

 本事業で実施する教育プログラムの特徴は、環境薬学領域の大学院教育の高度化、実質化及び国際化を

図ることにより、薬学に対する社会の強いニーズに応えることができる優れた人材の養成を目指すところにあ

る。具体的には、質の高い大学教育推進プログラムによる学部における充実した環境薬学基礎教育を基盤に、

有害物質や病原微生物の検出・解析に関する最新の知識と技能の修得により専門性を深めることで、教育

の高度化を達成する。また、食と環境の汚染や感染症の脅威に関するリアルタイムの情報の収集と解析をも

とに学習課題を設定し、学生の自立的な学習や研究、さらには多様なグループ構成での討論や研修を促すこ

とによって、高度な課題探求能力や問題解決能力の養成を図り、教育の実質化を達成する。さらにこれらの

教育を基盤として、人間の安全保障をテーマに国際協力と共生社会に関する教育研究活動において多くの実

績がある GLOCOL の主導で、我が国の主な食品輸入先であり重篤な感染症の発生地域でもある東南アジア

との情報交換や研修・交流プログラムを実施することにより、国際的に活躍するためのコミュニケーション能力

の養成を図り、教育の国際化を推進する。これらの教育プログラムにより、衛生試験所や検疫機関、医療機

関、さらには行政機関や大学、関連企業などで即戦力として“健康環境リスクマネージメント”に貢献できる専

門家の育成が可能となる。 

本事業の教育プログラムは、平成 22 年度設置の修士課程創成薬学専攻の環境系コースにおいて主に実

施する。本プログラムでは、下記の４つの特別講義（各１単位）及び特論（２単位）を開講し、6)、8)のプログラ

ムとともに、他研究科学生や社会人、留学生に対して提供する。また、これらは学部６年制学科生に対するア

ドバンスト教育科目として活用する。後期課程学生については、TA としての参画を促し、主導的な役割を担わ

せる。これらは、大学院高度副プログラムとしての発展的な定着化と継続を図る。 

1) 毒性学特別講義：有害化学物質高感度解析の専門的な知識の修得（講義） 

2) 衛生・微生物学特別講義：病原微生物の高感度解析の専門的な知識の修得（講義） 

3) 応用環境生物学特別講義：国際的・学際的視点に立った課題探究能力・問題解決能力の養成(グループ

演習） 

4) 情報・計量薬学特別講義：国際的・学際的視点に立った情報収集・解析能力の養成（グループ演習） 

5) 環境薬学実践特論：有害物質・病原微生物の高感度解析技術の修得（高度技能実習） 
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 1)、2)は、専門性の高い外部講師を積極的に任用する。3)、4)は、分野横断型かつ社会人、留学生を交えた

グループ構成により実施し、課題も学生の提案を反映して設定する。また学外での研修活動も促進する。5)は、

環境薬学教育研究のために計画的に整備して来た最新分析機器及びこれを補完するために本事業で購入

する低分子有害物質解析装置及び病原微生物高感度解析装置を用いて実施する。またこれらとは別に下記

のプログラムを実施し、同様に他の研究科学生や社会人、留学生に広く提供する。 

6) 海外調査研修及び海外招聘研究員との合同研修（海外交流プログラム） 

7) 学生提案型課題研究の支援 

8) 国際シンポジウム及び学生フォーラムの開催 

 国際性や使命感の涵養、コミュニケーション能力の養成を目的とする 6)は、1)～5)のいずれかと組合せて実

施し、２単位を認定する。自立的研究企画・遂行能力の養成を目的とする 7)は、主に博士後期課程の学生を

対象に年２回公募を行ない、優秀な企画を選抜し、研究資金を支援する。国際動向に関する最新情報の収集、

国際的競争力の養成及びコミュニケーション能力の養成を目的とする 8)は、各年１回、学内外に公開して実

施する。前者は、国内外の著名な研究者を招いて、国際シンポジウムとして実施する。 

 

Ⅲ．教育プログラムの実施計画の概要 

 

【平成 21 年度】 

・ まず運営委員会を組織し、予算や人員等の条件の詳細を検討し、運営体制の整備と具体的なプログラム

の実施計画の立案を行なう。学生を事業運営に参加させるために、代表者２名を委員とする。 

・ 専用のホームページを開設し、本事業の内容や進捗状況、成果について適宜掲載する。 

・ 平成 21 年度は、既に前期に大学院講義が終了しているため、1)～5)については、平成 22 年度に開講す

る。平成 22 年度に、今年度までの博士前期課程３専攻が修士課程創成薬学専攻に改組となる予定であ

るため、大学院科目の再編成作業を行ない、特にこれらの科目については、新たに担当教員や特任教員、

TA によるシラバス作成や教材の準備、分析機器の条件設定、トライアル等、実施体制の整備を中心に行

なう。 

・ 3)、4)は、少人数対象のトライアルを行ない、教育効果の高い実施体制を整える。 

・ 5)は、低分子有害物質解析装置を購入し、平成 22 年度で本プログラムに使用するために、他の既設機器

と合わせて、解析条件の設定を実施する。 

・ 6)は、平成 22 年度からの実施に向けて、担当教員が海外の連携拠点を訪問し、現地での研修や現地研

究者・学生の招聘・合同合宿について具体的な実施計画を立てる。 

・ 7)は、第１回公募を行ない、平成 21 年度から支援を開始する企画を決定する。 

・ 8)は、キックオフシンポジウム及び学生フォーラムを開催する。シンポジウムについては、国内外の著名な

研究者を招待し、国際シンポジウムとする。 

・ 運営委員会において報告書を作成し、有識者による外部評価及び学生による評価を実施する。 

 

【平成 22 年度】 

・ 運営委員会において、前年度の外部評価及び学生による評価の結果を検討・検証し、これが反映される

ように運営体制及び実施計画の改善を行なう。 

・ 病原微生物高感度解析装置を購入し、5)において他の分析機器と共に本プログラムに使用する。 

・ 1)～5)の講義及び特論を薬学研究科博士後期課程学生、他研究科大学院生、社会人及び留学生が履

修可能な、薬学研究科修士課程創成薬学専攻における環境系コースの科目として開講する。開講過程

及び開講後に受講生からのアンケート調査を実施し、その結果は、運営委員会で解析・検討を行ない、次

年度の教育効果を高めるための改善に反映する。 

・ 3)、4)は、適宜グループの構成を変えて複数の課題に取り組む。 

・ 6) は、タイ、中国及びベトナム各２回海外調査研修を実施する（年間６回）。基本的には、前記 3)のグル
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ープ単位で活動する。本プログラムについても 1)～5)と合わせて、薬学研究科博士後期課程学生、他研

究科大学院生、社会人及び留学生の履修を可能とする。 

・ 7)は、前期及び後期に各１回公募を行ない年度内に支援するプロジェクトを決定する。 

・ 8)は、第２回の国際シンポジウム及び学生フォーラムを開催する。 

・ 報告書を作成し、有識者による外部評価及び学生による評価を実施する。評価の結果は、運営委員会で

解析・検討を行ない、次年度の教育効果を高めるための改善に反映する。 

 

【平成 23 年度】 

・ 運営委員会において、前年度の外部評価及び学生による評価の結果を検討し、これが反映されるように

運営体制及び実施計画の改善を行なう。 

・ 平成 24 年度から本プログラムを大学院高度副プログラムとして開講するために、学内で必要な調整・手

続きを行なう。 

・ 1)～5)の講義及び特論を引き続き前年度と同様の履修形式で開講する。開講過程及び開講後に受講生

からのアンケート調査を実施し、その結果は、運営委員会で解析・検討を行ない、次年度以降の継続プロ

グラムにおける教育効果を高めるための改善に反映する。 

・ 3)、4)は、適宜グループの構成を変えて複数の課題に取り組む。 

・ 6) は、引き続き前年度と同様の履修形式でタイ、中国及びベトナムを基本に研修を実施する。 

・ 7)は、前期及び後期に各１回公募を行ない年度内に支援するプロジェクトを決定する。 

・ 8)は、第 3 回の国際シンポジウム及び学生フォーラムを開催する。 

・ 成果報告会を実施し、各プログラムの成果発表を行なう。その後、運営に関わる委員、学生及び外部評

価委員による拡大会議を開催し、本事業の支援期間終了後の企画・運営について検討する。 

・ 報告書を作成し、有識者による外部評価及び学生による評価を実施する。評価結果は、運営委員会で解

析・検討を行ない、次年度以降の継続プログラムにおける教育効果を高めるための改善に反映する。 

・ 上記の結果を受けて、次年度以降の企画・運営を行なう新運営委員会を組織し、具体的な運営体制の整

備及び実施計画の立案を行なう。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅳ．教育プログラムの実施結果 
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１．教育プログラムの実施による大学院教育の改善・充実について 

 (1) 教育プログラムの実施計画が着実に実施され、大学院教育の改善・充実に貢献したか 

 

 まず、プログラムの運営については、取組代表者、取組実施担当者、各プログラムの実施責任者によって運

営委員会を構成し、これを定期的に開催することにより、予算や人員等の条件の検討、運営体制の整備、具

体的なプログラムの実施計画の立案を行った。1)から 8)のプログラムについては、それぞれ実施責任者が適

宜、特任教員、取組実施担当者、ＴＡの補助を受けながら実施した。 

 

 有害物質や病原微生物の検出・解析に関する最新の知識と技能の修得により専門性を深めることを目的と

して開講する大学院講義については、1) 毒性学特別講義（１単位）、2) 衛生・微生物学特別講義（１単位）、

3) 応用環境生物学特別講義（１単位）、4) 情報・計量薬学特別講義（１単位）は、平成 21 年度は開講のため

の準備として、シラバス作成や教材の準備、分析機器の条件設定、トライアル等を行った。平成 22 年度及び

23 年度については、当初は薬学研究科の創成薬学専攻環境系コースの学生を中心に、同じ専攻の他のコー

スの学生や薬学科（学部）高学年が履修できる薬学研究科の科目とし、その後他研究科の大学院生、社会人、

留学生が受講できる「大学院高度副プログラム・人間の安全保障」の科目とする予定であったが、前倒しで平

成 22 年度からの開講が認められたので、当該高度副プログラム科目として実施することができた。これらの科

目については、計画どおり、1) 及び 2) では、第一線で活躍する外部講師による講義の導入し、3) では、分

野横断型の多様なグループ構成による PBL と 6) と連動した海外派遣プログラムを実施し、また 4) では、少

人数での徹底した PBL による高度薬学情報教育を実施した。 

 5) 環境薬学実践特論については、平成 21 年度に低分子有害物質解析装置を購入し、解析条件の設定を

行った。しかし、上記４科目では本事業で重要な健康環境リスクと位置付けている感染症に関する専門教育

がやや手薄であったため、本科目に代えて新たに「発展途上国における感染症の現状と対策」（２単位）を設

定し、これを平成 22 年度及び 23 年度に同様に「大学院高度副プログラム・人間の安全保障」の科目として開

講した。本科目では、学内外の感染症研究の第一人者及び関連分野の人類学研究者による講義を導入する

ことにより、新興・再興感染症に関する最新の専門知識の修得と、発展途上国における感染症蔓延の社会的

背景の解析手法の修得を可能とした。なお、先述の有害物質解析に関する技術の修得を目的とする実習は、

本科目の開講により新たな科目設定できる単位数がなくなったので、平成 19 年度採択の大学院教育改革支

援プログラム「創薬推進教育プログラム」の助成終了後の継続実施プログラムである大学院実習科目に組み

込み、予定していた環境汚染の原因となる農薬や環境ホルモン等の高感度微量分析技術の修得を行った。 

 

 国際性や使命感の涵養、コミュニケーシ

ョン能力の養成を目的とする 6) 海外調

査研修及び海外招聘研究員との合同研

修（海外交流プログラム）については、ま

ず平成21年度には、対象国であるタイ、ベ

トナム及び中国の連携大学、連携研究機

関に担当教員をそれぞれ３名、１名及び３

名派遣し、現地協力者と共同で、プログラ

ムの実施体制を整えた。特にタイについ

ては、大阪大学の海外教育研究拠点であ

る「バンコク教育研究セター」及び「タイ感

染症共同研究センター」の協力を受けて、

感染症をテーマとする海外交流プログラ

ムの実施条件の整備を行った。 
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これを受けて、海外調査研修については、「食と環境の安全・安心を保証するための健康環境リスクマネー

ジメント」をテーマとして、平成22年度及び平成23年度に学生と教員を３ヵ国に派遣し、連携大学・研究機関、

関連行政機関、病院、食品卸・小売市場、食品加工工場等において、調査研究及び現地大学院生、若手研

究者との合同討論を行った。海外調査研修の派遣期間、派遣人数、派遣場所は、表３にまとめた。 

一方、海外招聘研究員との合同研修については、平成22年度及び平成23年度に上記の３ヵ国の連携大学

及び連携研究機関から、若手研究者及

び大学院生を招聘し、海外調査研修に

参加した学生及び上記大学院科目を受

講した学生との合同研修を行った。研修

は、大阪大学の関連部局・附属病院、関

連研究機関、関連行政機関、食品卸・小

売市場、食品製造工場等における調査

研究、日本人学生との合同討論及び同

時期に開催した学生フォーラムへの参加

により行った。海外招聘研究員との合同

研修の派遣期間、派遣人数、派遣場所

は表４にまとめた。 

 

 自立的研究企画・遂行能力の養成を目

的とする 7) 学生提案型課題研究の支援については、毎年度公募を行い、運営委員会における選考により、

環境薬学領域、特に健康環境リスクマネージメントに関連する研究課題を提案した博士後期課程及び博士前

期課程に対して、研究費を補助した。特に、平成22年度からは、創成薬学専攻が設置されたので、本専攻の

環境系コースを選択した学生を中心に助成を行った。年度末には、研究成果をまとめた研究報告書を提出さ

せ、また毎年開催した国際シンポジウム及び学生フォーラムの際には、ポスター発表の形式で報告を課した。

３年間で採択した研究課題と学生の専攻・学年を表５-１から表５-３に示した。 
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 国際動向に関する最新情報の収集、国際的競争

力の養成及びコミュニケーション能力の養成を目的

とする 8) 国際シンポジウム及び学生フォーラムの

開催については、毎年度開催した。これらは、全て

タイ、ベトナム及び中国の３ヶ国の連携大学及び連

携研究機関から教員あるいは主任クラスの研究員

を招聘し、国際シンポジウムでは一部の招聘者に

講演を依頼した。また、これらは 6) の海外招聘研

究員との合同研修により３ヵ国から若手研究者及び

大学院生が来日している期間に合わせて行い、日

本を合わせた４ヶ国の教員、研究者、若手研究者

及び大学院生による健康環境リスクマネージメント

の国際動向に関する活発な情報交換及び意見交

換を可能にした。また、平成21年度には、本事業を

連携して実施しているGLOCOL主催のシンポジウム

「ベトナムにおける食の安全と安心－現状と専門家

の育成－」を本事業の共催として実施し、ベトナム

で食の安全・安心に最前線で取り組んでいる研究

者との意見交換を行った。３年間のシンポジウムの

概要を表６-1から６-３に示し、シンポジウムの様子

を写真１-１及び１-２に示した。 
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 また学生フォーラムは、6) の海外交流プログラムに参

加した日本人学生と招聘した３ヵ国の若手研究者及び大

学院生、7) の学生提案型課題研究の支援に採択された

大学院生を対象に実施した。また、３ヵ国から国際シンポ

ジウムに招聘した教員及び研究員もこれに加わった。プロ

グラム担当教員は、ファシリテーター役として参加した。毎

年、約30名の参加者によるPBLを実施し、テーマは

“Problems of Health and Environmental Risk Management”とした。７、８名の小グループに分かれて、ＫＪ

法による問題点の抽出、二次元展開法による最優先に解決すべき問題点の決定、問題解決に向けたフォー

ラム発のマスタープランの提言、さらには力野分析によるアクションプランの作成を行った。グループの構成は、

基本的に日本、タイ、ベトナム及び中国の４ヵ国のうち、１グループに３ヵ国以上の学生が入るようにした。本フ

ォーラムのプログラムを表７に、作業及び発表の様子を写真２-１及び２-２に示した。 
 
 本事業で実施する教育プログラムの特徴は、環境薬学領域の大学院教育の高度化、実質化及び国際化を

図ることにより、薬学に対する社会の強いニーズである食と環境の安全・安心の確保と感染症の的確な予防
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に貢献できる“健康環境リスクマネージメントの専門家”を育成することにある。これまでの大学院講義は、担

当教員の研究領域に特化した狭い範囲の専門知識を講義により断片的にしかも一方方向で伝達することし

か行っておらず、こういったニーズに応えることができる人材養成は困難であった。そこで本事業では、まず質

の高い大学教育推進プログラム「食と環境の安全安心を担う薬学人材養成教育」によって実施した領域別統

合型教育とＰＢＬチュートリアル教育を取り入れた学部の環境薬学基礎教育の充実を基盤として、本事業によ

り、本来の大学院教育の使命である社会ニーズに的確に応えることができるアドバンスト教育としての環境薬

学人材養成教育の充実、すなわち、高度化、実質化及び国際化を図った。 

 まず“高度化”については、これまで実施してきた環境薬学領域の全大学院教育科目について見直しを行い、

健康環境リスクマネージメントの最前線で活躍する研究者を外部講師に迎え、さらに担当教員の異なる専門

性を統合的に連関させた講義構成の科目を提供して、有害物質や病原微生物の検出・解析に関する最新の

知識と技能を修得し専門性を深め

ることにより、達成を図った。また

“実質化”については、食と環境の

汚染や感染症の脅威に関するリア

ルタイムの情報の収集と解析をも

とに設定した教育研究課題におい

て、学生の自立的な学習（演習を

中心とする科目）や研究（学生提

案型課題研究支援）、さらには多

様なグループ構成での討論（演習

を中心とする科目）や研修（海外

研修プログラム）を行う複数の教

育プログラムを提供して、高度な

課題探求能力や問題解決能力を

養成することにより、達成を図った。さらに“国際化”については、これらの教育を基盤として、人間の安全保障

をテーマに国際協力と共生社会に関する教育研究活動において多くの実績があるGLOCOLが主導する、我が

国の主な食品輸入先であり重篤な感染症の発生地域でもある東南アジアとの情報交換や研修・交流を実施

する海外研修プログラムを提供して、国際的に活躍するためのコミュニケーション能力を養成することにより、

達成を図った。 

 

 上記のように、これらの高度化、

実質化及び国際化を目的とする教

育プログラムは、ほぼ計画どおりに

実施することができた。一部新規

開講を予定していた環境薬学実践

特論については、「発展途上国に

おける感染症の現状と対策」に変

更した。本科目は、本事業が目指

す人材養成に必要な有害物質の

高度分析技術の修得を目的とする

ものであったが、近年非常に重要

な健康環境リスクとして位置づけら

れ、また大阪大学が先駆的な研究

を行っているにもかかわらず教育

面であまり取り上げて来られなかっ
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た感染症の専門教育について取り上げることを優先し、こういった変更を行った。「発展途上国における感染

症の現状と対策」では、学内外から現在発展途上国で大きな問題となっている新興・再興感染症に関する研

究の第一人者を講師として招くことによって、最新の現状と新たな治療法開発に向けた展望についての情報

提供を行い、また人類学的見地からの感染症蔓延の社会的背景の解析といった多角的かつ実践的な研究

方法の紹介を行うことにより、これまで手薄だった感染症に対するリスクマネージメント教育の高度化を図るこ

とができた。また、有害物質の高度分析技術については、他の大学院科目へ組み込むことによって、本事業

で導入した分析機器を有効に活用した実習が可能となり、当初の本科目開設による教育の目的は十分に達

成できた。 

 さらに、本事業で設定した５科目は、平成22年度から大阪大学が文理融合・研究科横断型人材養成教育の

一環として推進する大学院高度副プログラムに組み込まれることが決まり、GLOCOLが中心に実施する「人間

の安全保障」プログラム科目として開講された。これにより、薬学研究科の学生だけでなく、他の理系、文系の

研究科の学生や、社会人、留学生の受講が可能となり、特に海外研修プログラムをオプションとして設定して

いる「応用環境生物学特別講義」や先の「発展途上国における感染症の現状と対策」では、複数の研究科か

らの受講があった。こういった全学提供科目が異分野の学生間の交流の場となり、さらに多角的な視点で健

康環境リスクマネージメントを俯瞰する能力が修得できれば、大学院教育のさらなる高度化が可能となる。 

 

 本事業として、十分に実施できなかった点としては、薬学研究科３専攻あるいは他研究科の博士後期課程

の学生の受講が予想より少なかったことがあげられる。助成終了年度である平成23年度が平成22年度に設

置された創成薬学専攻修士課程と平成18年度に導入された６年制学部（薬学科）の完成年度であったため、

これらを修了あるいは卒業した学生が進学する博士後期課程あるいは博士課程の在籍者がいなかったこと

や、現在の薬学研究科３専攻の博士後期課程では講義単位を取得する必要がないことが原因と考えられる。

そこで今後は、事業の継続にあたり、研究科内及び全学に対する本事業の周知を十分に行い、博士後期課

程及び６年制学部の博士課程の学生の受講を増やすように努めたい。 

 

２．教育プログラムの成果について 

 (1) 教育プログラムの実施により期待された成果が得られたか 

 

 本事業で実施したプログラムについては、教育の成果をはかる学生のレポートや報告書、さらには学生によ

る各教育プログラムの評価、有識者による外部評価においても良好な結果が得られた。したがって、本事業の

目的である健康環境リスクマネージメント専門家育成に向けた環境薬学領域の大学院教育の高度化、実質

化及び国際化を可能にする教育プログラムの開発は、ほぼ達成できたと言える。今後このプログラムを継続

的に実施し、さらに本領域のモデルプログラムとして普及を図ることにより、社会的ニーズに的確に対応できる

健康環境リスクマネージメント専門家の輩出が十分に期待できると考えられるが、本事業は上記のように環境

薬学領域全般の大学院教育の充実が可能な教育プログラム開発とその普及を目的とするものであり、数値を

もってその成果をはかることは難しい。本事業の主な対象となった平成22年度入学の創成薬学専攻修士課程

の学生については、修了年次にあたる平成23年度の方が論文・学会発表数が増えており、また博士後期課

程進学数は平成23年度入学生までは減少傾向にあったが、平成24年度入学生では増加に転じており、これ

らは本事業の成果とも考えられるが、これらの点についても因果関係を明らかにすることは難しいため、ここで

は成果を顕す定量的なデータとしては扱えない。 

 実施したプログラムの中では、海外研修プログラムに参加した派遣学生及び招聘若手研究者・大学院生か

らの評価が非常に高かったことが特筆できる点である。この理由として、①派遣・招聘を周到な安全管理・危

機管理体制のもとで行ったこと、②それぞれの国に長期滞在して教育研究活動を行った実績のある教員によ

る事前調査や引率によって、通常では立ち入ることができない調査地や一般民家、行政機関における研修が

可能となったこと、③日本の派遣学生と現地連携大学及び連携研究機関からの招聘若手研究者・大学院生

が、それぞれの派遣先及び招聘先で共に調査研修を行い、共通の成果として情報の解析や報告書の作成を
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行ったこと、④学生の自主的な予備調査に基づいて設定した研修先や研修内容を尊重して、自立的な活動を

促したこと等があげられる。これらの学生は、プログラム終了後も交流を続けており、今後こういった学生が本

事業によって養成を目指す優れた健康環境リスクマネージメントの専門家に成長することを期待したい。 

 

３．今後の教育プログラムの改善・充実のための方策と具体的な計画 

(1) 実施状況・成果を踏まえた今後の課題が把握され、改善・充実のための方策や支援期間終了後

の具体的な計画が示されているか 

 

 支援期間終了後は、３年間の事業の実績を基盤に、学内の連携の強化と海外を含めた連携の拡大により、

大学院教育としてのさらなる高度化、実質化及び国際化を推進し、本学における主要な｢大学院高度副プロ

グラム｣としての定着化を行う。これにより、海外でも広く指導的な立場で人類の健康の維持・増進に貢献でき

る、さらに優れた“健康環境リスクマネージメントの高度専門家”の輩出を図る。こういった事業の継続的な発

展により、将来的には独自の国際的な教育研究拠点の形成を目指したい。 

 優れた人材養成を目指す本事業の教育プログラムについては、事業の対象となった学生が社会に出たばか

りの現時点では、成果が得られた、あるいは得られなかったことを明らかに示す定量的データはない。そこで、

現段階ではＰＤＣＡサイクルを活用して、それぞれの実施プログラムについて、学生からのプログラム評価や有

識者による外部評価、担当教員による自己評価を精査することによって、課題の抽出を行い、今後の継続事

業におけるプログラム内容の改善に努めたい。 

 

４．社会への情報提供 

 (1) 教育プログラムの内容、経過、成果等が大学のホームページ・刊行物・ｶﾝﾌｧﾚﾝｽなどを通じて

多様な方法により積極的に公表されたか 

 

 本事業については、教育プログラムによって実施された教育取組及びその成果等の社会に対する情報提供

として、専用のホームページを開設し、定期的にこれらを掲載した。また、助成期間中は毎年年度末に「実績

報告書」を作成し、これを学内外に配布することによって、事業成果の公表と普及を図った。同じ内容の報告

書はホームページにも掲載（平成 23 年度分は準備中）した。さらに、平成 22 年度末には、中間成果報告のダ

イジェスト版としてパンフレットを作成し、同様に配布した。なお、ホームページを情報提供の主な方法としてい

るため、報告書については全大学あるいは教育ＧＰを実施する全大学への配布は行っていない。 

 これらとは別に、３年間の総括報告として、日本薬学会１３２年会においてポスター発表を行い、他大学への

情報提供とプログラムの普及を図った。 

 

５．大学院教育へ果たした役割及び波及効果と大学による自主的・恒常的な展開 

 (1) 当該大学や今後の我が国の大学院教育へ果たした役割及び期待された波及効果が得られたか 

 

 本事業では、「食と環境の安全・安心の確保」及び「感染症の的確な予防」を主導することにより、社会の強

いニーズである、食品や環境の有害物質による汚染や新興・再興感染症の蔓延によって拡大する健康に対

する不安を払拭することができる“健康環境リスクマネージメントの高度専門家”を育成するために、大学院に

おける環境薬学教育の高度化、実質化及び国際化を図るプログラムの開発を行った。こういった大学院教育

の充実を図る事業を大阪大学で行うことの意義は、①“ヒトの健康を科学する”をモットーとする大阪大学薬学

研究科では、他大学に先んじて環境薬学教育研究体制を整備し、さらに質の高い大学教育推進プログラムに

よって大学院教育の基盤となる学部における環境薬学教育体制の充実を行ったこと、② ＧＬＯＣＯＬにおける

人の安全保障をテーマとする国際協力と共生社会の構築に向けた発展途上国を対象とする活動や、バンコク

教育研究センター、タイ感染症共同研究センターといった海外拠点における活発な教育研究活動は、食と環

境の安全確保や感染症予防を進める上で欠かすことができない東南アジアの国々における事業を強く支援で
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きること、③大学院高度副プログラムの積極的な推進により、こういった課題を解決する上で必要なグローバ

ルかつ複眼的な視点から探究する能力を養成するための文理融合・研究科横断型教育体制が整備されてい

ること、があげられる。 

 こういった大阪大学の特徴を活かして実施した本事業においては、「食と環境の安全・安心の確保」及び「感

染症の的確な予防」を単に一研究科あるいは限られた領域にとどまらず、総合大学である大阪大学全体の人

材養成の重要な目標として掲げ、大学院教育の高度化、実質化及び国際化に向けた教育プログラムの開発

に取り組むことが可能となった。従って本事業の成果は、“教養・デザイン力・国際性”の理念に基づいて“地

域に生き世界に伸びる”人材の養成を目指す大学院高度副プログラムの成果と位置付けることができること

から、本事業の目的である優れたリーダーシップと実践力、国際性を備えた“健康環境リスクマネージメントの

高度専門家”が、研究科を越えて輩出され、大きな社会貢献を果たすことが期待できる。 

 「食と環境の安全・安心の確保」及び「感染症の的確な予防」は、我が国において国民の健康の維持・増進

を図る上で非常に重要かつ緊急を要する課題であることは言うまでもない。したがって、本事業で開発した教

育プログラムが、他の大学における大学院教育、さらには大学間の連携による大学院教育のモデルとして普

及すれば、多くの分野・領域で優れた“健康環境リスクマネージメントの高度専門家”を輩出することが可能と

なり、本事業の波及効果は非常に大きいと言える。 

 

(2) 当該教育プログラムの支援期間終了後の、大学による自主的・恒常的な展開のための措置が示さ

れているか 

 大阪大学においては、支援期間終了後は、学内に教育研究助成プログラムの補助終了後の継続を支援す

る目的で学際融合教育研究センターを設置している。今後は、本センターとの連携により、外部の教育支援助

成の獲得等、本事業の将来的な実施戦略を立て、発展的な継続を目指す。また、学内の競争的資金におい

ても、こういった学際的なプログラムの展開を推進する経費を十分に確保している。 

 教育制度における今後の位置付けとしては、大阪大学は、大学院生が幅広い領域の素養や複眼的視野を

得るとともに、新しい分野について高度な専門性を獲得する学際融合的な教育プログラムとして、「大学院高

度副プログラム」及び「大学院副専攻プログラム」を設けているので、こういった全学的なプログラムとしての発

展を目指す。すなわち、本事業で実施している大学院講義科目は、すでに前者の構成科目として開講してい

るが、今後は、さらに全学的な取り組みとして発展させ、主専攻に準ずるまとまりのある高度な専門的素養又

は幅広い分野の素養を培うためのプログラムである「大学院副専攻プログラム」へ組み入れることを検討する。

さらに、本事業において実施されている文理融合・研究科横断型の海外研修プログラムについては、大阪大

学が推進する海外フィールドスタディープログラムの教育目的とも合致することから、引き続き全学的な支援を

継続する。本件については、すでに平成 24 年度の日本学生支援機構によるショートステイ・ショートビジットプ

ログラム（SSSV）を獲得し、継続することが決定しており、今後は学内的な支援と共に、こういった外部資金獲

得による発展的な支援を実施する予定である。 
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組織的な大学院教育改革推進プログラム委員会における評価 

【総合評価】 

□  目的は十分に達成された 

■  目的はほぼ達成された 

□  目的はある程度達成された 

□  目的はあまり達成されていない 

〔実施（達成）状況に関するコメント〕 

食と健康の安全・安心の確保と感染症の的確な予防に貢献できる健康環境リスクマネージメ

ントの専門家の育成を目的として、計画がある程度実施され、健康環境リスクマネージメント

に関する大学院教育の進展・充実に貢献した点は評価できる。 

教育プログラムの成果を示すことは、大学院課程の改組による過渡的状況では難しい段階で

あるが、定量的指標が示されていない点に工夫が望まれる。 

また、本プログラムが学内外への社会貢献に役立つことは十分に認められるが、支援期間終

了後の継続に関して、学内における大学院高度副プログラム等としての発展や予算措置など、

より明確にすることが期待される。 

留意事項における博士後期課程の学生の本プログラムへの参加はある程度改善されている。6

年制学部学生の参加にも工夫が望まれる。 

経費に関しては、研究用機器と試薬類が多くを占めているが、それらに関連した成果につい

て、より明確にすることが必要である。 

 

（優れた点） 

健康環境リスクに関して、これまでの研究面からの実績に加えて、本プロジェクトでは教育

面での成果が確実に表れており、国際性に優れた計画の実施や異分野間との交流への貢献など

が高く評価される。 

 

（改善を要する点） 

大学院課程の改組などの教育編成の変換期と重なったとはいえ、成果に関する自己評価が十

分とはいえないことから、検討が必要である。今後の計画にある国際交流に関しては、具体性

に欠けるため、更なる具体化に向けた検討が必要である。また、社会への情報提供の中心であ

るホームページにおける公表が十分とはいえず、より積極的な広報が望まれる。 
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